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１．はじめに 
 
北九州市の幹線交通を担う道路では、昼間（6時～22
時）・夜間（22 時～6 時）の 2 時間帯ともに自動車騒
音の環境基準を満たしている区間は約 38％しかない
（点的評価）１）。その為、自動車騒音への対応を検討
することは、現在でも、社会的に重要である。そこでは、
Ⅰ）複雑な道路構造区間などを対象としてコンサルタン
ツなど騒音の専門家が業務として検討する、 
Ⅱ）概略（道路区間を比較的簡単な構造に置換えて）の
検討でよいから，一般の土木技術者が単独で、あるいは
また、市民と一緒に、道路騒音への対応方針を探る、 
場合が考えられる。前者の場合には、高価であっても、
パーソナルコンピュータのソフトウェアが利用できる。
しかし、後者の場合には、費用をかけずに、その対応方
針を探ることができ、かつ、その根拠を感覚的に理解し
やすい簡易な手法が必要となるが、その様な手法は未だ
提案されていない注1）。 
そこで本研究では，適用範囲は自動車が定常的に走
行する時の都市内の道路沿いの騒音に限られるが、 
Ⅰ）一般の土木技術者や市民が感覚的に理解し易い、 
Ⅱ）電卓があれば数式と図を使って簡単に計算できる、 
Ⅲ）どのような減音対策を採れば，沿道のどの範囲で騒
音環境基準を遵守できるかが一目で分かる、という要件
を備えた手法を提案することを目的とした。 
 より具体的にいえば、「感覚的に理解し易い指標」と
して、本研究では、「交通量」を採用した。一般の土木
技術者や市民には、騒音レベル（単位はｄB）よりも理
解し易いと思うからである注2）。また、簡便性を実現する

計算手法としては、基本となる条件を決め、その条件下
で騒音環境基準を遵守できる小型車類１）（乗用車と小型
車）の時間交通量（以後、小型車類換算交通量と仮称）
を与え、着目する地点の現実の諸条件でこれを補正する
方法を採る。ここで言う、現実の諸条件とは、大型車混
入率、車両平均速度、騒音環境基準の違い、騒音対策の
有無などに関するものである。この様に、本研究では、
騒音環境基準を遵守できる小型車類の時間交通量（小型
車類換算交通量）で騒音環境容量を表わす。更には、地
点だけではなく、騒音環境基準を遵守できる沿道範囲も
一目で分かる様に、代表的な道路構造に対して、騒音環
境容量をコンターでも表現する。 
 
２．等価騒音レベルの簡易予測式の精度 
 
等価騒音レベルを予測できる式が、交通量を含む幾
つかの変数で表されていれば、その式を使って騒音環境
容量を求めることができ、簡便性が担保される。既に、
著者らは、音が幾何減衰すると仮定すれば，無限長まで
開放された平坦部直線道路区間（通常舗装）の場合，等
価騒音レベル（Leq）は、理論上、次式で表されること
を報告した２）。なお、次式で示される等価騒音レベル
と説明変数の関係は、文献 3 の参考資料 3 の式(R3.10)
のそれと一致する。 

Leq＝LB1＋LB2＋2.6－10log(V・D)   ・・・（1） 
LB1＝30logV＋11.1+10logQ       ・・・（2） 
LB2＝10log｛4.5A+ (1－A)｝      ・・・（3） 
  V：車両平均速度(km/h) 
  Q：時間交通量(台/h) 
  A：大型車混入率 
  D：音源と観測点間の距離(m) 
 そこで、音源を上下車線の１地点に仮定し（cf.後掲
の図-5）、時間交通量・大型車混入率・車両平均速度に
ついては上下車線を合計した実測値を用いて、式(1)か
ら算出した等価騒音レベルの予測値と、その実測値を比
較し、この予測式の精度を調べた。 
 なお、ここで言う実測値とは、文献 4 で報告されて
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いる値注 3）を、昼間（6 時～22 時）・夜間（22 時～6
時）の各時間帯について、以下の要領で加工したもので
ある。 
１）等価騒音レベル：1時間毎 1日に渡って測定した値
を昼間・夜間の各時間帯についてパワー平均して求めた。

なお，1 時間毎の測定時間は 10 分間である。また、騒
音の測定位置は歩道端（官民境界）で高さ 1.2mである
ので、無限長まで開放された平坦部直線道路区間として
等価騒音レベルを予測した。 
２）交通特性：1時間毎 1日に渡って車線別・車種別に
測定し、その測定時間は10分間である。 
①時間交通量：昼間・夜間の各時間帯で測定された 10
分間総交通量を1時間に換算した。 
②大型車混入率：車種（大型車・小型車）別交通量から
求めた。 
③ 車両平均速度：1 時間毎の上下車線別車両平均速度を、
その交通量で昼間・夜間の各時間帯に渡って加重平均し
た。 
 次に、通常舗装の道路について、以上の要領で求め
た交通特性を式(1)~(3)に代入して算出した等価騒音レ
ベル（予測値）とその実測値を比較して図-1 に示す。
なお、図中の実線は実測値と予測値が一致する場合を
表す。また、実線から±3dB の範囲を点線で示した。
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(a) 昼間                  (b) 夜間 
図－1 等価騒音レベルの予測値と実測値の比較（通常舗装） 

  
表－1 等価騒音レベルの予測値と実測値の差 

時間帯 道路の 
車線数 標本数 

差の 
平均 

(dB(A))

標準 
偏差

(dB(A))

昼間 
2車線 31 －1.1 2.6 

4車線以上 47 －1.3 1.9 
全体 78 －1.2 2.2 

夜間 
2車線 31 －1.1 2.3 

4車線以上 47 －2.1 2.2 
全体 78 －1.7 2.3 

 

Y*= -28.3+0.831Leqc
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図－2 等価騒音レベルと小型車類換算交通量の関係 
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図－3 着目地点の騒音環境容量 



 
 

更に、予測値と実測値の差（予測値－実測値）の平均
値と標準偏差を表-1に示す。これらの結果から、式(1) 
~(3)で等価騒音レベルを比較的精度良く予測できるもの
の、全体での平均で、実測値の方が昼間 1.2dB、夜間
１.7dB ほど予測値を上回ることが認められた。それゆ
え、本研究では、３．で紹介する様に、等価騒音レベ
ルと小型車類換算交通量の関係を回帰分析で直接求め、
騒音環境容量をより精度良く算出できる様にした。 
 
３．着目地点の騒音環境容量 
 
（１）等価騒音レベルと小型車類換算交通量の関係 
騒音環境容量の算出に、等価騒音レベルと騒音に関
する小型車類換算交通量との関係式を使用する。ただ、
現実に入手可能な等価騒音レベル 4)は、車両平均速度、
観測点と音源間の距離の違い等、様々な条件で測定され
たものである。両者の関係を一価的にするには、同一条
件での等価騒音レベルと小型車類換算交通量の関係を求
める必要がある。いま、実測した等価騒音レベルを
LeqMとし、そして、LeqMを車両平均速度を 40km/h、
観測点を音源から6m離れた位置に換算した等価騒音レ
ベルを LeqC とすると、LeqC と小型車類換算交通量
QNEの関係(図-2)は、次式のような回帰直線で表される。
なお、この時、等価騒音レベルと車両平均速度V、時間

交通量 Q、大型車混入率 A、音源と観測点間の距離 D
などとの関係は、等価騒音レベルの簡易予測式（式(1)
～(3)）をもとにして決めた。また、等価騒音レベルや
交通特性などの実測値として、２．で示した要領で求め
たものを使用した。 

Y*=－28.3+0.831LeqC                ・・・(4) 
(標本数156、相関係数0.93)   
Y*=10logQNE                  ・・・(5) 
QNE＝Q｛(1－A)＋EN×A｝            ・・・(6) 
LeqC=LeqM+⊿R               ・・・(7) 

  ⊿R＝⊿fD－⊿fVS+CP               ・・・(8) 
⊿fD＝10log(D/6)           ・・・(9) 
⊿fVS＝20log(V/40)                ・・・(10) 
EN：騒音に関する大型車類の小型車類換算係数 
CP：騒音対策などによる減音量(dB(A)) 
なお、ENの値には 4.5 を用いた２)。この値は大型車類
と小型車類のパワーレベルの差から算出している。 

 
（２）着目地点の騒音環境容量の算出方法 
式(4)~(10)と図-3,4 を用いて、着目地点の騒音環境容
量算出の考え方を説明する。本研究では、基本となる条
件を（D=6m、V=40km/h、CP=0、LS =65dB(A)）とす
る。LSは着目地点の騒音環境基準である。着目地点が
基本となる条件を満たす場合は、まず、式(7)に LeqM 

表－2 基本となる条件と異なる時の騒音環境容量の変化 
 基本となる条

件と異なる所 
補正量 騒音環境容量 

⊿Ｒ(dB(A)) 使用する式 増減 対応する図 
CASE1 D=12m ⊿fD=3.0 (8)(9) 増加 図-4(a) 
CASE2 V=80km/h ⊿fVS=6.0 (8)(10) 減少 図-4(b) 
CASE3 騒音対策有り Cp=5.0 (8) 増加 図-4(c) 
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図－4(a) 音源と観測点の距離と騒音環境容量        図－4(b) 車両平均速度と騒音環境容量 
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図－4(c) 騒音対策と騒音環境容量             図－4(d) 様々な条件で補正した騒音環境容量 
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(a) 幹線道路2車線 
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(c) 補助幹線道路2車線 

 
図－5 道路の横断構成と音源位置 

=65、⊿R=0を代入してLeqCを求め、次に、このLeqC

を式(4)に代入すると、着目地点の騒音環境容量が求め
られる（図-3中のQNE’）。環境基準 LSが異なっても同
様である（LeqM =LS、⊿R=0、図-3中のQNE’’）。他の
条件も異なる場合には、それを式(8)~(10)に代入して⊿
R を求め、LeqM =LSとともに式(7)に代入して LeqCを
求める。この LeqCを式(4)に代入すると、着目地点の騒
音環境容量が求められる（図-3中のQNE’’’）。 
着目地点の環境基準が 65dB(A)の場合について、図-4
と表-2で、より具体的に、以上のことを説明する。 
（CASE1）音源と観測点間の距離Dが遠くなる場合 
条件(D=12m、V=40km/h、Cp=0)の場合，式(9)より
⊿fD＝3.0（dB(A)）である。距離 D が遠くなるので騒
音環境容量は大きくなる（図-4(a)中のQNE1）。 
（CASE2）車両平均速度Vが速くなる場合 
条件(D=6m、V=80km/h、Cp=0)の場合，式(10)より

⊿fVS＝6.0(dB(A)) である。車両平均速度Vが速くなる 

 
ので騒音環境容量は小さくなる（図-4(b)中のQNE2）。 
（CASE3) 騒音対策により減音した場合 
条件(D=6m、V=40km/h、CP=5(dB(A))の場合，式(8)
より⊿R＝5.0(dB(A)) である。低騒音舗装や遮音壁の設
置などの騒音対策により、騒音環境容量は大きくなる
（図-4(c)中のQNE3）。 
（CASE4) 距離が遠く、速度が速く、対策がある場合 
条件が(D=12m、V=80k/h、Cp=5(dB(A))となる場合
には、図-4(d)の様になる。 
 なお、CASE1～3で述べた内容を一覧表にして表-2に
示す。 
 
４．沿道の騒音環境容量 
 
（１）基本となる条件下での騒音環境容量のコンター 
本研究では、沿道の騒音環境容量を取り扱う時の、
基本となる条件を、騒音環境基準が 65dB(A)、交通流
は小型車類だけで構成され、車両平均速度は 40km/h、
道路の横断構成は、幹線道路 2 車線で幅員 20 ｍ(図-
5(a))、幹線道路4車線で幅員25ｍ(図-5(b))、補助幹線
道路で幅員 18 ｍ(図-5(c))とした 5)。また、音源は
FWHAの方法 6)に準拠して、図-5に示すように上下車
線間の1点に仮定している。 
基本となる条件下での騒音環境容量を、道路断面が
平面の場合と車道端に壁がある場合の2通りについて算 
出した。平面・幹線道路4車線と補助幹線道路2車線を
図-6に、壁有り(壁の高さ1、2、3m)・幹線道路4車線と
補助幹線道路2車線を図-7,8に示す。図中のコンターの 
数値は小型車類換算交通量であり、その値以下であれば、
騒音環境基準が達成されることを意味する。なお、歩道
端は車道端から4.5ｍの所に位置し、図中に点線で示す。
また、図-7,8中の右上がりの破線は音源と壁の頂点を通
る直線である。 
なお、コンターの算出方法は次のとおりである。ま
ず、道路断面が平面の場合には、3.(2)（CASE１）と同 
様である。つまり、基本となる条件（D=6m、V=40km
/h、CP=0、LS =65dB(A)）と異なるのは、音源と観測
点間の距離Dが様々変わることだけであるので、式(7)に
LeqM =65、⊿R=⊿fD を代入した式と、式(4) (5)から、
QNEとDの関係を表す式(11)が求められる。 

表－2 基本となる条件と異なる時の騒音環境容量の変化 
 基本となる条

件と異なる所 
補正量 騒音環境容量 

⊿Ｒ(dB(A)) 使用する式 増減 対応する図 
CASE1 D=12m ⊿fD=3.0 (8)(9) 増加 図-4(a) 
CASE2 V=80km/h ⊿fVS=6.0 (8)(10) 減少 図-4(b) 
CASE3 騒音対策有り Cp=5.0 (8) 増加 図-4(c) 
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図－8 基本となる条件下での騒音環境容量 

(壁有・補助幹線道路2車線) 
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a) 幹線道路4車線                b) 補助幹線道路2車線 

図－6 基本となる条件下での騒音環境容量(平面) 
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c)  壁の高さ3m 
図－7 基本となる条件下での騒音環境容量 

(壁有・幹線道路4車線) 



 
 

10logQNE =－28.3+0.831(65＋10log(D/6)) ・・・(11) 
車道端に壁がある場合でも同様に考える。ただ、距

離Dだけではなく、壁による減音量CD(つまり、CP=CD)
を考慮しなければならないので、式(7)にLeqM =65、⊿
R=⊿fD＋CDを代入した式と、式(4) (5)から、 

10logQNE =－28.3+0.831(65＋10log(D/6) +CD)    
                    ・・・(12) 

 CDは車道端に無限長の壁を設置した場合の等価騒音
レベルの減音量を示し、図-9の曲線で表せる２）。なお、
CDは行路差δ0の関数であるので２）、所定のQNEに対応
する式(12)中の地点は距離Dで、かつ、行路差δ0という
条件を満たす様に決める。ここで、δ0とは、車両が着
目地点の正面に到着した時の行路差（車両と着目地点の
間に壁が存在する場合とそうでない場合の音の伝播経路
の差）である２）。 

 
（２）実際の道路区間の諸条件への対処方法 
実際に着目する道路区間は、基本となる条件と異な
ることが多い。そこで、基本となる条件と異なる場合は、
以下のような補正を行う必要がある。 
ａ）車両平均速度や騒音環境基準の違いによる補正 
車両平均速度あるいは騒音環境基準が基本となる条
件と異なると、速度では－⊿fVS、環境基準では LS-65
ほど、式(7)の LeqCの値は変化する。（cf.3(2)の説明、
図-3、図-4(b)(d)）。この変化量（単位は dB）に等価な
QNEの変化率は、式(4)(5)を利用して求められる。それ
が式(13)と式(14)である。 

logC1＝－0.0831⊿fVS        ・・・(13) 
logC2＝0.0831(Ls－65)              ・・・(14)  
 Ls：環境基準(dB(A)) 
式(13)(14)から求められるC1またはC2（cf. 表-3,4）、

場合によっては両方の値を、図-6~8中の各コンターに
付された数値に掛けることで、実際の条件下での騒音環
境基準を遵守可能な小型車類換算交通量（騒音環境容 
量）を求めることができる。 
ｂ）騒音対策実施による補正 
着目する区間に排水性舗装に代表されるような、騒
音対策が実施されている場合がある。この時には、式
(15)より算出される C3の値を、図-6~8 中の各コンター
に付された数値に掛けることで、実際の条件下での騒音
環境容量を求めることができる。 

logC3=0.0831CP               ・・・(15) 
式(15)中のCPは騒音対策により期待できる減音量であ
る。ここでは一例として、排水性舗装について紹介する。
着目する区間に排水性舗装が施工されている場合、以下
の式より減音量⊿Pを算出できる3)。 
⊿P＝3.5logV－3.2       ・・・(16) 
式(16)に速度V=40、50、60(km/h)を代入して得られる
減音量⊿Pと、更に、それを式(15)中のCPに代入して算
出したC3を表-5示す。 
ｃ）大型車類の混入による補正 
この場合は、上記の4.(2)a)b)と方法が異なる。着目す
る区間の時間交通量QCと大型車混入率ACが与えられる 
ので、これから大型車が混入した時のQNEを、次式で求
める。 
 QNE＝QC {(1－AC)＋4.5×AC)}            ・・・(17)  
式(17)から着目する区間を通過する小型車類換算交通量
を求めて、図-6～8やそれを実際の条件で補正した騒音
環境容量と比較する。 
なお、厳密には、壁による回折減衰がある場合には、
大型車類の小型車類換算係数は行路差δ0の関数である
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図－9 無限長の壁を設置した場合の補正項ＣＤ 

表－3 車両平均速度とＣ 1の値 
車両平均速度 
（km/h） 

⊿ｆＶＳ 

（dB(A)） Ｃ 1 

40 0 1 
50 1.9 0.690 
60 3.5 0.510 

 

表－4 騒音環境基準とＣ2の値 

地域の区分  時間の区分 
昼間 夜間 

A地域のうち 
2車線以上 

環境
基準 60dB(A) 55dB(A)

C2 0.384 0.148 
B地域のうち 
2車線以上 
及びC地域 

環境
基準 65dB(A) 60dB(A)

C2 1 0.384 
 

表－5 排水性舗装を施工した場合の通常舗装
からの減音量とＣ 3の値 

車両平均速度
（ｋｍ/ｈ） 

減音量
(dB(A)) Ｃ 3 

40 2.4 1.585 
50 2.7 1.691 
60 3.0 1.783 
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(a) 平面                      (b) 壁の高さ1m 
図－10 区間番号1028における騒音環境容量 

２）。ただ、実質的に騒音が問題になるのは、壁の影響
がない地点か、あるいは、音源と壁の頂点を結んだ線付
近の地点である。更に、幹線交通を担う道路の歩道端
（官民境界）での騒音環境基準超過量はほぼ9dB(A)
（δ0で約0.05mに相当）以下であり1)、これが壁に期待
される減音量のほぼ最大値と考えて良い。つまり、実質
的に騒音が問題になる地点の小型車類換算係数は4.5～
5.1の範囲にあると考えられる２）。このことと、検討時
に沿道の各地点のδ0が必要となれば簡便性が落ちるこ
ともあり、本研究では、遮音壁の有無にかかわらず大型 
車類の小型車類換算係数を4.5と仮定した。 

 
５．適用例 
 
本章では適用例として、道路環境センサス 4)に記載さ
れている 83の道路区間の中から任意に 1区間を抽出し、
４．で述べた要領で「昼間」の時間帯について、自動車
騒音への対応を検討する。表-6 に抽出した区間（区間
番号 1028）の交通関係の実測データを示す。なお、こ
の区間は国道で 4 車線の幹線道路であるので、横断構
成は図－5(b)を用いる。また、騒音環境基準 Ls は 70 
dB(A)で検討する。 

 
（１）着目する区間を通過する小型車類換算交通量 
 着目する区間で実測された交通量QC(台/h)および大型
車混入率AC （cf.表-6）を式(17)に代入して小型車類換
算交通量を求めると、QNE=2698となる。つまり、着目

する区間では、昼間の時間帯（6時～22時）で測定され
た総交通量を1時間当たりの小型車類に換算して、2698
台が走行している。この交通から発生する自動車騒音へ
の対応を検討する。 
 
（２）着目する区間の実際の条件下での騒音環境容量 
次に、基本となる条件下の騒音環境容量について、着
目する区間の実際の条件で補正を行う。いま、基本とな
る条件下での騒音環境容量のコンターとして、平面につ
いて図-6(a)、壁有り(壁の高さ1m)について図-7(a)を選ん
だとする。 
基本となる条件（V=40km/h、CP=0、LS =65d(A)）
と着目する区間の実際の条件(V=52.2km/h、CP=0、LS 
=70dB(A) 、cf.表-6）で、異なるのは、車両平均速度V
と騒音環境基準LSである。そこで、車両平均速度の違
いによる補正値は式(13)より、また、環境基準の違いに 
よる補正値は式(14)より、それぞれ算出するとC1=0.643、
C2=2.603を得る。 
このC1、C2を図-6(a)、7(a)の基本となる条件下の騒
音環境容量（図中の各コンターに付された数値）に掛け
た結果を、平面については図-10(a)に、壁有り(壁の高さ
1m)については図-10(b)に示す。図-10が着目する区間
（区間番号1028）の実際の条件下での騒音環境容量で 
ある。 

 
（３）自動車騒音の現状評価 
図-10(a)から、平面の場合には、車道端から約30m以
上離れないと、環境基準を遵守できないことが認められ
る。一方、図-10(b)から、高さ1mの壁がある場合には、
環境基準を遵守できる範囲は大幅に増加するが、道路近
くの上空で環境基準を遵守できない所が残る。 

 

表－6 区間番号1028の交通関係実測データ（昼間） 
交通量 

ＱＣ（台/ｈ） 
大型車混入率 

ＡＣ 
車両平均速度 
ＶＣ(km/h) 

1825 0.137 52.2 
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(a) 平面                       (b) 壁の高さ1m 
図－11 区間番号1028における騒音環境容量(排水性舗装施工時) 

（４）自動車騒音への対応 
ａ）通常舗装を排水性舗装にした場合 

5.(3)の現状評価で自動車騒音の対応が必要と判断さ
れ、騒音対策として通常舗装を排水性舗装に交換するこ
とを採用した場合について検討する。着目する区間（区
間番号1028）に排水性舗装が施工された場合、式(16)
に車両平均速度V=55.2 km/h(cf.表-6）を代入して、 
⊿P＝2.8(dB(A))の減音効果CPが期待できる。よって、 
式(15)からC3= 1.713を得る。 

C3の値を図-10の騒音環境容量に掛けることで、騒音
対策（排水性舗装）を施した場合の騒音環境容量を算出
できる。その結果を平面については図-11（a）、壁有
り(壁の高さ1m)については図-11(b)に示す。図-11から、
騒音対策（排水性舗装）を施しても、環境基準を遵守出 
来ない所が残る。 
この場合、壁を更に高くする、環境施設帯の設置等、

他の騒音対策も検討する必要がある。勿論、交通制御
（交通量削減、速度規制、大型車通行規制）による対応
も考えられるが、当該道路区間は国道で、市内でも重要
な幹線道路であることを考えれば、その様な方法が採ら 
れる可能性は少ないと判断する。 
b）歩道端で環境基準を遵守するために必要な減音量 

5.(4)a)の様に騒音対策が与えられるのとは逆に、歩道
端（官民境界）で環境基準を遵守するために必要な減音
量を算出する方法を述べる。 
図-10(a)から平面の歩道端では、地表面から高さ1.2m
以下付近の騒音環境容量が最も小さい。そこで、歩道
端・高さ1.2m(幹線4車線道路、音源からの距離10.0m)
で環境基準を遵守するために必要な減音量CPを以下の 
ように算出する。式(4)~(10)から、 

CP=(10logQNE+28.3)/0.831－(LeqM+10log(D/6) 
－20log(V/40))                  ・・・(18) 

この式にQNE =2698、LeqM=70(dB(A))、V=55.2(km/h)
という着目する区間の条件を代入し、D に歩道端の位
置を示す 10.0(m)を代入すると CPは 5.9(dB(A))となる。 
一方、図-10(b)から、高さ1mの壁がある場合の歩道
端では、地表面から高さ3.9m付近の騒音環境容量が最
も小さい。車道端に壁がある場合には、既に、コンター
に壁の減音量CDが考慮されているので、追加のCPの算
出には式(19)を用いる。 

CP=(10logQNE+28.3)/0.831－(LeqM+10log(D/6) 
－20log(V/40) + CD)                ・・・(19) 

歩道端・高さ 3.9m(幹線 4 車線道路、音源からの距離
10.6m、行路差δ0 =-0.27なのでCD =0)で環境基準を遵
守するために必要な減音量 CP を、式(19)に QNE 、
LeqM、V は平面の場合と同じ値を、そして、D=10.6m、
CD=0を代入して算出すると、CPは5.7(dB(A))となる。 
 
６．まとめ 
 
 本研究で得られた結果を以下にまとめて示す。 
１）車両平均速度を 40km/h、音源から観測点までの距
離を6mに補正した等価騒音レベルと騒音に関する小型
車類換算交通量の関係を式(4)で表した。 
２）着目地点の騒音環境容量の算出方法を、式(4)～(10)
と図-3、4で提案した。 
３）着目する区間の沿道の騒音環境容量の算出方法を提
案した。具体的には、まず、基本となる条件下での、平
面・壁有で、幹線道路 4 車線及び補助幹線道路 2 車線
の騒音環境容量を図-6~8に示した。 
４）着目する区間の諸条件が基本となる条件と違う場合
の補正方法を式(13)~(17)に示した。 
５）適用例として、北九州市内の主要幹線道路(区間番
号 1028)に対して、「昼間｣の騒音環境容量を図-10 に



 
 

示した。更に、騒音対策（排水性舗装）を施した場合の
騒音環境容量を図-11 に示した。この場合でも歩道端
(官民境界)で環境基準を遵守できなかった。 
 
謝辞：本研究に対してご助力いただいた九州工業大学工
学部 浦 英樹氏に感謝します。 
 
（注 1）本研究では、等価騒音レベルとその簡易予測式に含ま

れる説明変数の関係を用いて、騒音実測値を補正し、式(4)を
求めている。それ故、ここでは等価騒音レベルの簡易計算法に

関する既往研究を紹介する。等価騒音レベルの予測計算におい

ては、道路上を1台の自動車が走行した時の予測点における騒
音の時間変化の積分値を、コンピュータで求めることが前提で

ある３）。従って、簡易計算法では、その積分値を式や図で算

出可能にする工夫が必要である。 
 文献 3、7 では、単純条件下（直線道路で音の回折や地表面
効果を無視してよい場合）の式が示された。著者らも、文献 2、
8～11 で幾つかの式や図を示した。両者で共通するのは、1)単
純条件下での式は一致する、2)自動車のパワーレベルの変化を
更新している、3)排水性舗装にも適用可能なことである。更に
著者らの方法では、壁や家並みによる遮音等も考慮できる。本

研究は、この様な既往研究の延長上にあり、簡易予測式より良

い精度を持ち、環境基準からの超過やその場合の騒音対策の有

効性を感覚的に理解し易い簡便な手法の開発を試みている。 
（注 2）指標として交通量を使用した理由は、1)市民と一緒に
道路騒音への対応方針を探る時、市民にはdBという単位は分
かり難い。例えば、市民にとって、騒音対策個々または総合の

減音効果を、それと等価な車の台数（交通量）の減少で説明さ

れた方が、dB値の減少で説明されるより感覚的に理解し易い、
2)土木技術者にも、交通量の方がdBより馴染み深い。例えば、
道路の特徴を表す代表的な指標である交通量は、道路新設や交

差点改良などに関連して、多くの道路区間で測定されている。

そのデータと本論文の３．、４．を使えば、道路環境センサス

より詳細に都市の騒音状況が把握できる。また、道路の疎通能

力を表す交通容量を検討する機会も多いが、それと騒音環境容

量の大小も判断がつき易い、3) 交通量ならば高価な計測器が
不要で、いつでも誰でも測定できる。状況を容易に確認・把握

できるという性質は指標として望ましい、と考えるからである。 
（注 3）文献4で報告されている値の内、本研究では北九州市
全域の 78 箇所の道路区間の値を使用した。これらの値の計測
場所は、国道20、県道46、市道12（市道の内で2車線は4）
で、その 95％が環境基準適用時には「幹線交通を担う道路」
に該当する。また、舗装は密粒アスファルト舗装で、道路を走

行する車と騒音観測点の間に、音の伝播に障害となる物はない。 
交通・騒音調査は、調査当時の建設省と土木研究所が作成した

「道路環境センサス調査要領」に準拠している。その方法を要

約すると、1)計量法の条件に合格した普通騒音計を使用、2)平
日で、雨天時及び特異日でない日に測定、3)毎正時から10分間
測定し（指示値の動特性はfast）、等価騒音レベルを算出、4)
測定位置は官民境界でマイクロホンの高さは1.2m、5)交通量
は騒音と同時に測定し、車種はナンバープレートで分類、6)騒
音測定時間帯の走行状態を代表する車両を上下線別に10台選
び、既知距離(50m～100m)を通過する時間から車両平均速度
を算出。 
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騒音環境基準を遵守可能な幹線道路の交通量の簡易計算法について 

 
渡辺義則・寺町賢一・牧田晃介 

 
北九州市の幹線道路で昼・夜間ともに自動車騒音の環境基準を満たす区間は 38％で、騒音への対応は現在でも重要
である。本研究では、土木技術者が単独で、また、市民と一緒に騒音への対応を探れる様に、環境基準を遵守可能な
幹線道路の交通量を簡易に計算できる方法を提示する。現実には対象地点の条件は様々で、車両平均速度・大型車混
入率・環境基準も異なるし、車道端に壁が存在する場合もある。そこで、（１）諸要因に対して基本となる条件を定
め、その時の騒音環境容量、（２）現実の諸条件への対処方法を各々示す。適用例として、4 車線の国道を対象に、
壁を車道端に設置・低騒音舗装などの対策を施せば、騒音の環境基準を遵守可能な沿道の範囲はどの様に変化するか
について示した。 

 
 

On a Simplified Calculation Method of Arterial Traffic Volume 
to Meet the Japanese Environmental Quality Standard for Noise Annoyance 

 
By Yoshinori WATANABE, Kenichi TERAMACHI and Kousuke MAKITA 

 
 Road traffic noise is still serious problem in urban area. Speaking of 95 observation points near arterial roads in 
Kitakyusyu, only 38% of them are less than the Japanese Environmental Quality Standard for noise annoyance. 
Therefore in this paper, a simple method for calculating arterial traffic volume to meet JEQS under various 
conditions is proposed. Using this method, one can consider following factors :(1) mixture of heavy vehicles, vehicle 
speed and distanse from road, (2) a noise barrier mounted on edge line, (3) other noise abatements, (4) various 
values of JEQS.  Applications of this method are also presented using  a typical section of  four-lane national 
road in  Kitakyusyu. 
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